
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
平均有効繊維直径が１５ミクロン未満であり、厚さ少なくとも０．５ cm、密度５０ kg/m3

未満、試験法 ASTM F778-88を用いて求めた場合に空気流の圧力低下は３２リットル／分の
流量で少なくとも１ mmH2 Oであるメルトブロー微繊維ポリプロピレンウェブを含む音波の
減衰のための熱安定性防音 であって、前記ポリプロピレン微繊維は、ポリプロピレンホ
モポリマー、コポリマー、またはそれらのブレンドから形成されるものであり、０．２～
５重量％の非揮発性の熱安定剤または酸化防止剤が前記微繊維中に均一に分布されており
、前記微繊維が１３５℃で少なくとも１０日間は熱安定である熱安定性防音 。
【請求項２】
前記微繊維は１３５℃で少なくとも５０日間は熱安定であり、前記微繊維が前記微繊維中
に均一に分布された０．３～１．５重量％の熱安定剤または酸化防止剤を有する請求項１
記載の 。
【請求項３】
前記メルトブロー微繊維ウェブはメルトブロー微繊維と捲縮かさ高繊維との混合物を含み
、前記メルトブロー微繊維は前記メルトブロー微繊維ウェブの少なくとも４０重量％を構
成する請求項２記載の 。
【請求項４】
前記メルトブロー微繊維ポリプロピレンの重量平均分子量は３０，０００～１５０，００
０である請求項１記載の 。
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【請求項５】
前記メルトブロー微繊維ウェブはメルトブロー微繊維と捲縮かさ高繊維との混合物を含み
、前記メルトブロー微繊維は前記メルトブロー微繊維ウェブの少なくとも４０重量％を構
成する請求項１記載の 。
【請求項６】
前記微繊維は１５５℃の温度で少なくとも３０日間は熱安定である請求項１記載の

。
【請求項７】

ａ）少なくとも１５０，０００の重量平均分子量を有するポリプロピレンポリマー、コポ
リマーまたはブレンドの溶融フィードストリームを供給するステップと、
ｂ）前記溶融フィードストリームを分解しながら前記溶融フィードストリームを押し出す
ステップと、
ｃ）分解された前記フィードストリームに０．２～５重量％の熱安定剤または酸化防止剤
を均一にブレンドするステップと、
ｄ）前記ブレンドを、重量平均分子量が１５０，０００未満であり１３５℃の温度で少な
くとも１０日間は熱安定である メルトブロー微繊維に形成するステップと、
を含む 。
【請求項８】
押出中の温度が押出部で少なくとも３５０℃であり、ブレンド中の温度は３４０℃で未満
である請求項７記載の 。
【請求項９】
前記溶融フィードストリームは分解促進剤を更に含む請求項７記載の 。
【発明の詳細な説明】
発明の分野及び背景
本発明は、防音に関し、特に、動力乗物、特に自動車に使用されるよう設計された防音材
に関する。
不織ウェブは、乗員キャビン及び／またはエンジンコンパートメントまたは防火壁に位置
しそれらを囲繞する防音材として自動車内で使用される。エンジンコンパートメントまた
は隣接する防火壁に使用するために、鉱滓綿、ガラス繊維等の一般に極めて高温安定性の
不織材料が必要とされる。しかし、乗員キャビンのまわりでさえ、一定程度の熱分解耐性
は必要とされる。乗物の乗員コンパートメントは、特に日のあたる場所に駐車したときは
、非常に暑くなりうる。
極めて効果的な防音材料はメルトブロー微繊維加工によって形成することができることが
わかったが、そのような材料は米国特許第５，２９８，６９４号に記載されている。コス
ト、加工性及び性能の面から、この使用のために好適なメルトブロー微繊維ウェブはポリ
プロピレンから形成される。しかし、繊維形態のポリプロピレンの問題は、分解、特に熱
分解を受けやすいことである。
ポリプロピレンは分解すると脆くなり、ブロー微繊維の形態では塵になる。例えば、米国
特許第４，０６７，８３６号において、ポリプロピレンを使用して、酸化崩壊するブレン
ドの感受性を上げることによってポリマーブレンドの分解度を上げる。一定の時間内にポ
リマー配合物を安定させるために、その点以降に分解が急激に発生するのであるが、この
特許はフェノール様酸化防止剤等を使用することを提案している。同様に、米国特許第５
，３９３，８３１号には、フェノール酸化防止剤なしで形成されるポリプロピレンフィル
ム及び制御が記載されている。結果として得られる材料は高温環境にさらされると急激に
分解する。米国特許第４，０３８，２２８号を参照のこと。
一定の熱安定剤または安定剤のブレンドがいずれの特定の場合に働く正確な性質はよく理
解されていないことが多い。しかし、全部でないならば大半の熱安定剤は犠牲的であると
みなされている。この犠牲的な意味で、安定剤は分解過程で本質的な成分を優先的に除去
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し、過程中で消耗する。すべての安定剤が消耗すると、次いで保護された材料が一般に急
速に分解する。更に、酸化防止剤または熱安定剤がポリマー中によく分布していないと、
部分的な分解が発生しうる。この問題は、安定剤が製品の使用中に拡散して揮発すること
ができるように、酸化防止剤が不相溶性のため分離する傾向があり、及び／または、低分
子量であるときに、倍化しうる。
酸化防止剤または熱安定剤及び他の従来の添加剤を含む添加剤は、一般に、フィルムまた
は繊維を形成するときに押出機にポリマーを供給する前に、ポリマーに添加される。これ
は、米国特許第５，１４５，７２７号及びドイツ特許出願公開第２５４３７８号に記載さ
れているようにメルトブロー微繊維でもその通りであり、どちらにも、押出及び繊維をメ
ルトブローする前に添加剤をポリプロピレンに添加することが記載されている。米国特許
第５，１４５，７２７号において、添加剤は、メルトブロー微繊維の表面へ優先的に拡散
する材料である。これらの添加剤はメルトブロー微繊維に、親水性、水湿潤性、アルコー
ル忌避性、疎水性、帯電防止性等の特定の表面特性を提供する。これらの型の添加剤も、
メルトブロー微繊維の生成後に繊維表面へ噴射することが、例えば、米国特許第４，７５
３，８４３号、第４，３２８，２７９号及び再発行特許第３１，８８５号に記載されてい
る。
メルトブロー過程でポリプロピレンの押出前に添加される最も一般的な添加剤は、過酸化
物等の分解促進剤（ prodegradent）材料であり、国際特許出願公開第ＷＯ９６／０９４２
８号参照のこと。これらの過酸化物を使用して押出過程中にポリプロピレンを制御可能に
分解して、ポリプロピレンを効果的にメルトブローして高品質微繊維ウェブにするように
適切な分子量分布を提供する。例えば、米国特許第５，２７１，８８３号には、ポリプロ
ピレンの分子量分布を２．２～３．５ Mw/Mnの範囲へ制御して２３０℃で１０分につき５
０００グラムまでのメルトブロー速度を提供するために、１００万につき３０００部まで
のレベルで使用される過酸化物が記載されている。これらの過酸化物が添加されない場合
、または過酸化物に結合する場合、ポリプロピレンは一般に、米国特許第３，８７０，５
６７号、第４，０４８，３６４号、第３，８４９，２４１号及び第５，１４９，４６８号
に記載のように、押出機内で制御された熱分解を受ける。この熱分解は、米国特許第３，
８４９，２４１号に詳述されているように、非常に極端な温度で行われる。どちらの形態
の分解も、メルトブロー微繊維ウェブ内のショットまたは他の繊維欠陥の形成を排除する
助けをする。この制御された分解も高粘度低メルトブロー速度のポリプロピレンポリマー
を使用して、平均繊維直径が１０ミクロン未満であることが好ましい高品質メルトブロー
不織ウェブを形成することができる。この制御分解環境に供給されるポリマーに熱安定剤
を添加することは、逆効果である。結果は、非分解ポリマーになりがちであり、すべての
または実質的にすべての酸化防止剤または熱安定剤が押出機の極端な分解環境で消費され
るためほとんど熱安定性のない低品質メルトブロー不織ウェブを生成する。
ドイツ特許第２５　４３　７８１号には、非毒性界面活性剤を使用してわずかに低い熱分
解温度が可能である分解を助ける熱分解が提案されている。
酸化防止剤の使用は、当初はメルトブローに適切な粘性を有するポリマーから繊維をメル
トブローすることに関連して提示されている。これらの酸化防止剤は、日本特許出願公開
第２－２７１６０７号、ヨーロッパ特許出願第４８４９５２号、米国特許第５，２８８，
７９１号、第４，９８１，７４７号、第５，１１６，６６２号、第５，１６９，７０６号
、第４，８８３，５４９号及び第４，７０７，３９８号に記載されているように、押出機
に入るポリマーに供給される。
発明の開示
本発明は、消音のために熱安定化したポリプロピレンメルトブロー微繊維防音ウェブを使
用することに関する。ウェブは優秀な防音特性、すなわち、音吸収及び伝達損失特性を呈
する。音吸収は材料の入射音波を吸収する能力に関し、伝達損失は材料の入射音波を反射
する能力に関する。音吸収が高く伝達損失値が高いことが、防音には望ましいとみなされ
る。「消音」という用語は、入射音波の吸収及び／または反射を称する。
自動車乗員キャビンに使用される防音用に、ポリプロピレンメルトブロー微繊維不織ウェ
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ブ材料を有することが所望され、この材料は１３５℃の温度で少なくとも１０日間、好ま
しくは５０日間、最も好ましくは１００日間、熱分解に耐性があり（熱安定性）、酸化防
止剤または熱安定剤はポリプロピレンメルトブロー微繊維ポリマー内に均一に分散してい
る。メルトブロー微繊維ウェブ防音材を形成する前にポリマーフィードストリームに添加
される酸化防止剤または熱安定剤の量は、最終防音製品に見いだされるものに実質的に対
応する。酸化防止剤または熱安定剤は、実質的にショットがなく平均有効繊維直径が約１
５ミクロン未満のメルトブロー微繊維を効果的に作製する押出過程中にポリプロピレンの
制御された熱分解または分解促進剤触媒分解を妨げないように添加される。
本発明は、メルトブロー微繊維を具備する防音材に更に関し、防音ウェブは平均有効繊維
直径が約１５ミクロン未満であり、密度約２０ kg/m3未満、空気流の圧力低下は（ＡＳＴ
Ｍ　Ｆ７７８－８８で概略されたように）約３２リットル／分の流量で少なくとも約１ mm
H2 Oである。
防音ウェブの平均有効繊維直径は約１～１０ミクロンであり、ウェブの密度は約１０ kg/m
3未満、ウェブの圧力低下は約３２リットル／分の流量で約３ mmH2 O～約１０ mmH2 Oである
ことが好ましく、ポリプロピレン微繊維は、少なくとも０．２重量％非揮発（１３０℃ま
での温度で）酸化防止剤または熱安定剤を微繊維内に均一に分散させて有する。
更に、防音ウェブはポリプロピレンメルトブロー微繊維と捲縮バルキング繊維特許の混合
物を、メルトブロー微繊維が不織防音ウェブの少なくとも４０重量％を形成するように、
含むことが好ましい。また、不織防音ウェブはデニールが約２以下の非常に細いデニール
のステープルファイバと、バインダ繊維及び静電放電繊維等の追加のステープルファイバ
と、を含むこともできる。
本発明の更に別の態様において、
ａ）少なくとも４０重量％の上述の熱安定化した熱可塑性メルトブロー微繊維を含む不織
防音ウェブと、
ｂ）防音ウェブに積層されて積層を形成する第２の層であって、防音ウェブの部分及び第
２の層は熱圧縮されて、積層の他の部分に対して薄手である厚さが減少した領域を形成す
る第２の層と、
を具備する防音ウェブ積層が提供される。
一般に、第２の層はスクリム、不織繊維ウェブ、フィルムまたは織布を含む。
【図面の簡単な説明】
本発明は、図面を参照して更に説明される。
図１は、本発明の積層の側面図であり、積層の熱可塑性フィルム側を示す。
図２は、乗物ドアの内パネルの概略立面図である。
図３は、図２に類似した図であるが、乗物ドアの内パネルの位置にある図１の積層を示し
、積層の不織布側を例示する。
図４は、図１の拡大概略断面図である。
これらの図面は、理想的に描いたものであり、一定の縮尺ではなく、単に例示的意図であ
り、非限定的なものである。
好適な実施態様の詳細な説明
熱安定化メルトブローポリプロピレン微繊維の不織防音ウェブは一般に、密度が約５０ kg
/m3以下であり、約２０ kg/m3以下が好ましく、平均有効繊維直径は約１５ミクロン以下で
あり、約１～約１０ミクロンが好ましく、圧力低下は約３２リットル／分の流量で少なく
とも約１ mmH2 O、少なくとも約３ mmH2 Oが好ましく、約３～約１０ mmH2 Oが最も好ましい。
メルトブロー微繊維ウェブは、 Wente, Van A.著「超微細熱可塑性繊維（ Superfine Therm
oplastic Fibers）」、工業化学（ Industrial Engineering Chemistry）第４８巻、１３
４２ページ以下参照（１９５６）、または、海軍研究所報告書第４３６４号、１９５４年
５月２５日発行、 Wente, Van A., Boone, C.D.,Fluharty, E.L.著「超微細有機繊維の製
造（ Manufacure of Superfine Organic Fibers）」に記載のように形成することができる
。メルトブロー微繊維のアスペクト比（長さの直径に対する比率）は無限大に近づくこと
ができるが、メルトブロー微繊維は不連続であることが知られている。メルトブロー微繊
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維は一般に直径が約１～約２５ミクロンである。本発明のウェブにおいて、メルトブロー
微繊維の平均有効繊維直径は約１～約１５ミクロンが好ましく、約３～１０ミクロンがよ
り好ましい。メルトブロー微繊維は、ポリプロピレンホモポリマー、コポリマー及びブレ
ンド（一般に、他に指定のない限りポリプロピレンと呼ばれる）を主に含むポリプロピレ
ン繊維形成熱可塑性ポリマーから形成される。ポリプロピレンホモポリマーまたはコポリ
マーは少なくとも５０重量％の微繊維を含み、メルトブローに適合性のある他の熱可塑性
材料とブレンドすることができる。相溶性ポリオレフィンとのブレンドが一般に好適であ
る。しかし、全体としてブレンドは一般にあまり好適ではない。
本発明のメルトブローポリプロピレン微繊維の防音ウェブは、米国特許第４，１１８，５
３１号（ Hauser）に開示された捲縮バルキング繊維等のステープルファイバまたはバイン
ダ繊維を含む。このような捲縮バルキング繊維は、その長さ方向に沿って連続したウェー
ブのかかったカールしたまたはぎざぎざした特徴を有する。捲縮バルキング繊維の大きさ
は、一般に約１デニール～約１００デニールの範囲であり、約３デニール～約３５デニー
ルが好ましい。一般に、捲縮バルキング繊維の平均長さは、約２～約１５ cmであり、約７
～約１０ cmが好ましい。捲縮バルキング繊維は、ポリエステル、アクリル樹脂、ポリオレ
フィン、ポリアミド、ポリウレタン、レーヨン、アセテート、及びそれらの混合物から形
成することができる。
典型的なバインダステープル繊維は、不連続に塗布される非晶質溶融可能繊維またはホッ
トメルト接着剤塗布繊維と、二成分バインダ繊維とを含み、二成分バインダ繊維は長さ方
向に沿って同一範囲に横に並んだ、同心シースコア構成または楕円シースコア構成に配列
された接着剤成分と支持成分とを有し、接着剤成分は繊維の外表面の少なくとも一部を形
成する。有用なバインダ繊維は米国特許第４，８３７，０６７号（ Carey, Jr. et al.）
に開示されている。好適なバインダ繊維は、捲縮シースコア結合繊維であり、結晶質ポリ
エチレンテレフタレートのコアが、イソフタレート及び、日本、大阪のユニチカが MeltyT
Mとして販売のテレフタレートエステルから形成された接着剤ポリマーのシースによって
囲繞される。使用可能な二成分ポリエチレンポリプロピレン繊維は、日本、大阪のチッソ
が ChissoT M ES繊維として販売されている。
捲縮バルキング繊維及び／またはバインダ繊維の量は、繊維の大きさ及び繊維によって提
供される増加したバルクの量によって大幅に変動する。量は、要求された密度、平均有効
繊維直径及び圧力低下が合致するものでなければならない。例えば、平均有効繊維直径が
約６ミクロンのポリプロピレンメルトブロー微繊維、及び、約６デニール、長さ約１．５
インチ（３．８ cm）で約３．９捲縮／ cmのポリエステルステープル繊維から形成される防
音ウェブにおいて、防音ウェブ内のメルトブロー微繊維の捲縮バルキング繊維に対する比
は、それぞれ約４０：６０～９５：５の範囲でありうる。
本発明に使用される防音ウェブは、米国特許第４，８１３，９４８号（ Insley）に開示さ
れた微繊維マイクロウェブを含んでもよい。微繊維マイクロウェブは一般に、微繊維源ウ
ェブを分離して微繊維マイクロウェブの別々の粒子を形成する。そのような微繊維マイク
ロウェブは比較的密な核を有し、個々の繊維及び／または繊維束がそこから突出する。核
は、平均直径が約０．０５～約４ mmであり、繊維及び／または繊維束は外側に延在し、約
０．０７～約１０ cmの範囲のマイクロウェブの合計直径を提供する。これらのマイクロウ
ェブは、ポリプロピレン微繊維から形成されるのであれば、本発明によって熱安定化され
ることが好ましい。
防音ウェブの坪量は所望の最終使用により大幅に変動するが、一般にウェブの坪量は少な
くとも約１００ g/m2であり、少なくとも約２００ g/m2であることがより好ましい。防音ウ
ェブの厚さも大幅に変動しうるが、一般に約０．５ cm～約１５ cmの範囲であり、少なくと
も約２ cmであることが好ましく、少なくとも約７ cmが最も好ましい。ウェブの厚さは、例
えば、カレンダー圧延によって要求される密度を達成するのに必要なだけ低減することが
できる。厚さの測定は、ウェブの１０ cm×１０ cmの部分を取り、切断し、０．０１グラム
の精度まで量り、次いで４０ kgの重りをのせた平らなプレートの下に（０．４ kg/cm2の圧
力を加える）２４時間置き、そのときに重りを取り除き、試料は１時間平静に回復される
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。次いで、ウェブに合計で１４グラムの力をかけて（１．４×１０ - 4 kg/cm2の圧力）プレ
ートとダイヤルインジケータを使用して高さを測定する。重量及び厚さから、ロフトは次
式から容易に算出することができる。
Ｌ＝（ｈ）（１００）／Ｗ
ただし、
Ｌ＝ロフト cm3 /g
ｈ＝厚さ cm
Ｗ＝１０ cm×１０ cm試料の重量
である。
不織防音ウェブは、そこに積層されて積層を形成する第２の層を更に具備してもよい。第
２の層は液体バリア熱可塑性フィルムを具備することが好ましい。使用時には一般に第２
の層は音受信域に面する。
好適な実施態様において、本発明は図１に示す防音積層１０に関し、積層１０は、例えば
、図２に例示する乗物ドア１２等の乗物の内パネルに固定される。積層１０は、望ましい
防音特性を有し、耐水シールドすなわち乗物本体に水が入ってくるのを防止するバリアと
して作用することができる。積層１０は乗物への好適な使用を特に参照して記載してある
が、積層１０はより広い用途を有し、例えば、小型電気製品または建築用途等の他の製品
に防音及び耐水バリア特性を提供するためにも等しく使用することができる。
図４を参照すると、積層１０は、比較的薄い熱可塑性材料から形成された平面の熱可塑性
フィルム１４等の耐水バリア層を含むことが好ましい。フィルム１４は様々な熱可塑性材
料を含むことができるが、ポリオレフィンの強度、可撓性及び耐久性によりポリオレフィ
ンがフィルム１４として使用するのに好適な材料であることがわかった。ポリエチレン、
ポリプロピレン及びエチレンプロピレンコポリマーフィルムは、従来の技術によって加え
られる熱安定剤のレベルが適切であるため、特に好適である。更に、フィルム１４は厚さ
が様々であるが、約２０ミクロン～約２５０ミクロンの範囲の厚さが好ましく、約２５ミ
クロン～約１５０ミクロンの間が最も好ましい。
積層１０においてメルトブローポリプロピレン防音ウェブ１５は熱可塑性フィルム１４に
積層される。ウェブ１５は、完全に混合されたポリプロピレンメルトブロー微繊維と捲縮
バルキング繊維とをむことが好ましい。
所望により、積層１０は、フィルム１４とは反対側のウェブ１５に固定された任意のスク
リム層５２を含むこともできる。任意のスクリム層５２は積層１０の一体化を強める。ス
クリム層５２は、ファイバーウェブノースアメリカ社（サウスカロライナ州、グリーンビ
ル）が CelestraT Mの商品名で販売の厚さ約１８０ミクロンの１７ g/m2のポリプロピレンス
パンボンド不織スクリム材料を含んでもよい。
積層１０は一般に、まず、ウェブ１５の微繊維をウェブ収集面上に収集する前にウェブ収
集面上にスクリム層５２を置くことによって、任意のスクリム層５２の本来の場所に（ in
 situ）ウェブ１５を形成することによって作られる。次に、ウェブ１５は従来のカレン
ダー圧延または超音波点接合操作を受け、フィルム１４をウェブ１５複合材料に積層して
、このようにして積層１０を形成する。あるいは、積層１０は、積層の層を接着剤、例え
ば、ホットメルト接着剤または感圧接着剤、またはそのような接着剤を具備する両面接着
テープ、と一緒に固定することによって作ることができる。更に、所望により、第２の任
意のスクリム層（図示せず）をフィルム１４とウェブ１５との間に固定することができる
。
次に、積層１０は一般に、熱ダイ（例えば、熱成形された）で加圧成形され、外周１６に
沿って厚さの減少した領域１７を形成し、厚さおよそ２０ミル（５０８ミクロン）である
。熱成形過程において、積層１０は、温度約２５０°Ｆ（１２０℃）で約１．２分間、４
ft2（０．４ m2）領域上に約９０トンの型締力をかけられることが好ましい。厚さ減少領
域１７において、フィルム１４、ウェブ１５及び任意のスクリム層５２は熱圧縮され、薄
手の一体化構造物を形成する。厚さ減少領域１７はこれらの領域で積層１０の一体化を促
進し、積層１０は乗物製造業者が組立操作中に容易に取り扱うことができる。熱成形操作
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中にダイ表面に接触しない積層１０の領域は、ウェブ厚さが実際に変わらない。積層１０
のこれらの領域では、ウェブ１５の防音特性は影響されない。任意に、外周１６内部の積
層１０の領域は薄手に熱圧縮して乗物ドアの輪郭に適合することができる。
別の態様において、本発明は、
ａ）熱安定化したメルトブローポリプロピレン微繊維を含む不織防音ウェブ１５と、
ｂ）ウェブ１５に積層して防音積層を形成するフィルム１４等の第２の層であって、ウェ
ブ１５の部分及び第２の層は熱圧縮されて、積層の他の部分に対して薄手である厚さ減少
領域１７等の厚さが減少した領域を形成する第２の層と、を具備する防音積層に関する。
図１を参照すると、例示の実施態様において、防音積層１０は側縁１８、２０、底縁２５
及び頂縁３３を含む。積層１０を保護された表面に取り付けるために、積層１０のフィル
ム１４は、前述のように積層１０が熱成形された後に選択された領域に塗布する接着剤４
０を有することができる。所望により、接着剤を塗布する対象の、例えば、フィルム１４
等の表面は接着剤を塗布する前に処理してフィルム表面の表面特性を改質してフィルム１
４に対する接着剤の結合を高めることができる。この目的のためには、コロナ放電処理が
好適である。
更に、別の態様において、本発明は乗物ドアまたは他の本体パネルを製造する方法に関し
、積層１０は、例えば、乗物ドアの内パネルに固定され、乗物ドアの防音を提供し、耐水
バリアとして作用する。
図２に示すように、乗物ドア１２は一般に従来のものであり、外パネル６８を具備する。
内パネル７０は、内パネル７０の周辺縁に沿って溶接すること等によって外パネル６８に
適切に固定される。一般に、パネルは間隔をおいて置かれて、内チャネルを提供し、様々
な内窓操作機構等に適合する。この理由のため、内パネル７０は様々な付属品等を収納し
装着するために、一般にむらのある形状または輪郭で形成され、例えば、図２では、略円
筒部７８の中心に内パネル７０の窪んだ領域７２を通ってスピーカー開口８０が形成され
る。図３は、ドア１２における設置位置にある積層１０を例示する。
防音ウェブのポリプロピレンメルトブロー微繊維は、少なくとも１３５℃の温度で少なく
とも１０日間、または少なくとも１５５℃の温度で少なくとも５日間、好ましくは少なく
とも１０日間、最も好ましくは３０日間、で、熱分解に対して耐性があるように、実質的
に熱分解に耐性があることによって特徴づけられる。これは、平均自動車寿命の近似熱履
歴の加速版に合理的に対応し、この自動車は平均熱帯または乾燥環境で使用される。しか
し、一般に使用時に自動車乗員質の防音ウェブがさらされる最高平均温度は１２０℃未満
である。
ポリプロピレンメルトブロー微繊維の熱安定性はポリプロピレンメルトブローウェブの微
繊維にわたって均一に分布された適切な非揮発性安定剤の使用による。ジ－ｎ－オクタデ
シル（３，５－ジ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）マロネート、２，６－ジ－ｔ－ブ
チルフェノール、２，２’－メチレン－ビス（６－ブチル－４－メチルフェノール）、２
，６－ジ－ｔ－ブチルヒドロキノン、オクタデシル－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジルチオ）アセテート、１，１，３－トリス（３－ｔ－ブチル－６－メチル
－４－ヒドロキシフェニル）ブタン、１，４－ビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシベンジル）－２，３－５，６－テトラメチルベンゼン、２，４－ビス－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノキシ）－６－（ｎ－オクチル－チオ）－１，３，
５－トリアジン、２，４－ビス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブチルフェノキシ
）－６－（ｎ－オクチル－チオエチルチオ）－１，３，５－トリアジン、２，４－ビス－
（ｎ－オクチルチオ）－６－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－アニリノ）－
１，３，５－トリアジン、２，４，６－トリス－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブ
チルフェノキシ）－１，３，５－トリアジン、ｎ－オクタデシル－ベータ－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，４，６－トリス（３，５
－ジ－ tert－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－イソシアヌレート、ジ－ｎ－ドデシル
－６－ tert－ブチル－２，３－ジメチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ステア
ラミドＮ，Ｎ－ビス－［エチレン３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニ
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ル）プロピオネート］、１，２－プロピレングリコールビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリトリトールテトラキス－
［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、ジオク
テデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート、ジ－ｎ－オ
クタデシル－１－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－エタンホスホ
ネート、テトラキス－［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ tert－ブチル－４’－ヒドロ
キシフェニルプロピオネート］メタン、ステアリル３－（３’，５’－ジ－ tert－ブチル
－４’－ヒドロキシフェニル）－プロピオネート、ジステアリル３，５－ジ－ tert－ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジルホスフィット、１，１，３－トリス（５’－ tert－ブチル－
４’－ヒドロキ－２’－メチル－フェニル）ブタン、４－メチル－１，６－ジ（２’－ヒ
ドロキシ－３’－ tert－ブチル－５’－メチルベンジル）フェノール、２，４－ジ（３’
、５－ジ－ tert－ブチル－４’－ヒドロキシフェノキシ）トリアジン、２，２’－チオビ
ス（４’－メチル－６’－ tert－ブチル－フェノール）、４，４’－チオビス（３－メチ
ル－６－ tert－ブチル－フェノール）、３，５－ジ－ tert－ブチル－４－ヒドロキシアニ
ソール、２，６－ジ－ tert－ブチル－ｐ－クレゾール（テトラキス［メチレン（３，５－
ジ－ tert－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナメート）等のヒンダードフェノール等の
フェノール酸化防止剤等のいずれの適切な非揮発性熱安定剤を使用することができる。Ｎ
－フェニル－ベータ－ナフチルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン
、ｐ－イソプロポキシジフェニルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ベータ－ナフチル－ｐ－フェニ
レンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－（２－オクチル）－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－
ジ－３（５－メチルヘプチル）－ｐ－フェニレンジアミン、アルドール－アルファ－ナフ
チルアミン、４，４’－ジオクチルジフェニルアミン、４－オクチルジフェニルアミン、
４－ｔ－ブトキシジフェニルアミン、１，２－ジヒドロ－２，２，４－トリメチルキノリ
ンのポリマー等のアミン酸化防止剤も適切である。
他の従来の酸化防止剤として、チオ尿素、ホスフィット、ホスフェート及び他の従来の酸
化防止剤が挙げられる。
酸化防止剤または熱安定剤は、上述のように、ポリプロピレン微繊維を熱安定化するのに
十分な濃度で、一般に０．２～１０重量％、好ましくは０．３～１．５重量％の濃度で、
ポリプロピレンメルトブロー微繊維内に存在する。
メルトブロー微繊維のポリプロピレンのＴｍは少なくとも約１５５℃であり、重量平均分
子量が約３０，０００～１５０，０００、好ましくは５０，０００～１２０，０００であ
ることによって特徴づけられる。
熱安定性ポリプロピレンメルトブロー微繊維の新規防音材は、上述のメルトブロー技術に
よって形成されるが、ポリプロピレンポリマー（一般に重量平均分子量は１５０，０００
を超え、１７０，０００を超えることが好ましい）は押出機に供給され、例えば、米国特
許第３，８４９，２４１号に記載されているように少なくとも部分的に分解を受ける。押
出及び熱分解及び／または触媒分解の後、ポリマーは、ダイの直前に酸化防止剤または熱
安定剤と均質混合される。この混合は、米国特許第５，０６４，５７８号に開示されたよ
うに、 KenixT M型静的混合機内で行うことができる。静的混合機を含んだ樹脂運搬管内の
温度は、押出機の温度（３５０～４７５℃）よりも低く、一般に２８０～３４０℃であり
、酸化防止剤または熱安定剤の樹脂運搬管内の平均滞留時間は２５秒未満であり、１０～
２５秒が好ましい。次いでブロー微繊維は、高速風量でダイから繊維を押し出すことによ
って形成される。
実施例
熱安定性評価
メルトブロー微繊維ウェブの熱安定性は、ウェブの試験試料を１３５℃にまたは１５５℃
に維持された炉内に置いて、毎日試料の状態をモニタすることによって測定した。酸化防
止剤のない、または酸化防止剤のレベルが低いウェブは縮み、溶融し、脆化し、試験温度
で時間がたつと退色を示した。ウェブの熱安定性は、ウェブ試料が、それぞれの温度でそ
の元の色、寸法及び柔軟性を実質的に維持した日数が報告された。
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分子量測定
エージングの前及び後のポリプロピレンの分子量は、ポリプロピレンの分子量測定用標準
ゲル透過クロマトグラフィ技術によって測定した。
酸化防止剤分析
ウェブ内の実際の酸化防止剤のレベルは、密封試料バイアル内のウェブ試料にヘキサンを
添加し、そのバイアルを１２５℃でウェブが溶融するまで（およそ１５～２０分）加熱し
、均質性を確実にするために混合し、その溶液を室温で冷却してポリマーを沈殿させ、標
準液相クロマトグラフィ技術によって酸化防止剤のヘキサン溶液を分析することによって
測定した。
有効繊維直径（ＥＦＤ）測定
試験法ＡＳＴＭ　Ｆ７７８－８８で概略されたウェブの主要面を通り、またウェブを横切
る空気の圧力低下。「平均有効繊維直径」は、デイビスＣ．Ｎ．著「飛塵及び粒子の分離
（ The Separation of Airbone Dust and Particls）」機械工学協会（ Institute of Mech
anical Engineering）、ロンドン、会報１Ｂ、１９５２に述べられた試験方法によって算
出された。
ウェブ作製装置
本発明のウェブは、米国特許第４，９３３，２２９号（ Insley et. al.）及び第５，０６
４，５７８号（ Insley et. al.）に記載に類似の装置を使用して作製された。これらの特
許は、その内容を本願明細書に引用したものとする。装置は、従来のメルトブロー微繊維
作製に類似しているが、管の入口端（すなわち、押出機に接続される端）近傍に位置する
射出ポートを備えた樹脂運搬管を使用してダイを押出機に接続することが異なった。運搬
管は、射出ポートの下流且つ管の出口端（すなわち、メルトブロー微繊維（ＢＭＦ）ダイ
に接続された端）の上流に位置決めされた KenixT M混合機（長さ１８ cm、直径０．９４ cm
、９混合要素を有する、または、長さ５６ cm、直径１．５８ cm、２２混合要素を有する）
として販売の型の静的混合機を含んだ。運搬管の射出ポートは、加熱された（約１４０℃
） RuskaT M容量型ポンプ、グリッドメルタ（ Meltex GRO、ジョージア州、ダルースの Nords
en Co.が販売）、または、第１の押出機を出て運搬管に入るときに酸化防止剤（または酸
化防止剤／ポリプロピレンブレンド）を溶融ポリプロピレンのストリームに導入するのに
使用される第２の押出機に接続された。酸化防止剤（または酸化防止剤／ポリプロピレン
ブレンド）の温度は、酸化防止剤が液体ストリームとして酸化防止剤を分解せずに運搬管
に分配される温度に調節された。ポンプまたは第２の押出機のｒｐｍは、ＢＭＦを出るポ
リプロピレンに所望の酸化防止剤レベルを生成する速度で第１の押出機を出る樹脂の溶融
ストリームへ酸化防止剤（または酸化防止剤／ポリプロピレンブレンド）を分配するよう
調節された。混合したポリプロピレン／酸化防止剤ストリームは、分けられ、 KenixT M型
混合機によって数回再混合され、樹脂運搬管を出る前に酸化防止剤をポリプロピレンへ均
一に混和した。樹脂運搬管を出た後、混合した溶融ポリプロピレンストリームはＢＭＦダ
イを通って高速熱風ストリームに運搬され、溶融ポリプロピレンを微繊維に微細化し、微
繊維は収集面に実質的に収集された。微繊維直径は、微細化熱風ストリームの速度及びダ
イオリフィスを通るポリプロピレンの流量を個別にまたは同時に調節することによって制
御した。溶融ポリプロピレンは一般に、ダイ幅１ cmにつきおよそ０．２または１．３ kg／
時の速度でＢＭＦダイから分配された。第１の押出機バレルの温度は約３６０℃～５００
℃の間に維持されまたはより高い押出量で約２２０～４７０℃からランプ（ ramp）された
。樹脂運搬管の温度は約３１０℃～３１５℃の間に維持され、ＢＭＦダイの温度は約３１
０～３６０℃の間及び３７０℃に維持された。一次空気供給は、温度およそ４００℃、圧
力およそ７０ kPaに維持された。押出状態は一般に、樹脂運搬管内の酸化防止剤の最大滞
留時間が低押出量ではおよそ２２秒以下、高押出量ではおよそ１０秒以下であるように調
節された。
実施例１～８及び対象例Ｃ－１
本発明の高温安定ポリプロピレンＢＭＦ防音ウェブは、上述の手順に従い、 Exxon 3505ポ
リプロピレン樹脂（テキサス州ダラスのエクソンケミカルズが販売）と、 IrganoxT M 1010
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（テトラキス［メチレン（３，５－ジ－ tert－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナメー
ト）］メタン、高分子量フェノール酸化防止剤、ニューヨーク州ホーソンのチバガイギー
社添加剤部が販売）を使用して、表１に示した投入処理量レベル（ＢＭＦウェブの実際の
酸化防止剤レベルは、わずかな分解または他の損失により幾分低い）で作製した。ポリプ
ロピレン樹脂は、およそ０．２ kg／ cm／時の速度でＢＭＦダイから分配され、 KenixT M型
混合機は長さ１８ cm、直径０．９４ cm、９混合要素を有し、 IrganoxT M 1010は、表１に示
された算出重量％で RuskaT M容量型ポンプによって樹脂運搬管内へ導入された。ＢＭＦウ
ェブは、坪量およそ１１０ g/m2、平均有効繊維直径はおよそ５．６～８．８であり、上述
のように測定された。対象例Ｃ－１は、実質的に同一の手順を使用して作製されたが、運
搬管を通るときに溶融ポリプロピレンストリームに酸化防止剤を導入しなかったことが異
なる。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
実施例９～１４及び対象例Ｃ－２
実施例９～１４及び対象例Ｃ－２は、実施例１～８及び対象例Ｃ－１に記載の方法と実質
的に同一の方法で作製されたが、使用されたポリプロピレン樹脂は Fina 3860（テキサス
州ダラスの Fina Corp.が販売）であり、ポリプロピレンはおよそ０．７２ kg／ cm／時の速
度でＢＭＦダイから分配され、 KenixT M型混合機は長さ５６ cm、直径１．５８ cm、２２混
合要素を有し、酸化防止剤はグリッドメルタで樹脂運搬管内へ導入されたことが異なる。
実施例１０、１２、１４は、米国特許第４，１１８，５３１号（ Hauser）に記載のものと
類似の手順を使用して、およそ３５重量％の６デニール捲縮ポリエステル（ポリエチレン
テレフタレート）ステープルファイバ（長さ３．８ cm）をＢＭＦウェブに混和した。この
特許はその内容を本願明細書に引用したものとする。ＢＭＦウェブの実際の酸化防止剤レ
ベル及びポリプロピレンの分子量は、生成後、エージングを促進する前に、上述のように
測定した。
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実施例１５及び比較例 Comp－１
実施例１５のＢＭＦウェブは、実施例５に記載のものと実質的に同一に作製された。押出
機バレルの温度は約３６０℃に制御され、 IrganoxT M 1010は１重量％レベルで射出され、
ウェブの坪量は２００ g/m2、繊維の平均ＦＥＤは８．２μ mであった。ウェブ内の実際の I
rganoxT M 1010を続いて分析すると、０．６６重量％レベルを示した。比較例 Comp－１は実
施例１５と類似の方法で作製されたが、 IrganoxT M 1010は、樹脂運搬管内へ射出される代
わりに、ポリプロピレンペレットと共に１重量％プレブレンドとして押出機のホッパー内
に装てんされた。このようにして作製されたＢＭＦウェブは、坪量１９３ g/m2、平均ＦＥ
Ｄは７．６μ mであり、実際の IrganoxT M 1010レベルを分析すると０．２１重量％レベルを
示した。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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